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カーボンニュートラルとは

「温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること」
を意味します。

2020年10月の臨時国会で、菅総理が「2050年
カーボンニュートラル宣言」を行いました。
「我が国は、2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼ
ロにする、すなわち2025年カーボンニュートラル、脱炭素社会
の実現を目指すことをここに宣言致します」

出典：首相官邸Twitter

・経済活動を行う以上、完全に二酸化炭素（温室効果ガス）排出量
をゼロにすることはできない。

・そこで、できるだけ排出量を減らした上で、どうしても残った「残
存排出量」の分を森林に吸収させたり、地下に埋めたりすることで
実質的な排出量をゼロにするという考え。

＝「脱炭素」

3
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なぜカーボンニュートラルを目指すのでしょうか(1/2)

〇地球規模の課題である気候変動問題の解決に向けて、
2015年にパリ協定が採択されました。（参考：パリ協定｜外務省 (mofa.go.jp)）

〇このパリ協定で、世界共通の長期目標として、世界的な平均気温上昇
を産業革命以前に比べて

・２℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求する
こと（２℃目標）

・今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と吸
収源による除去量との間の均衡を達成すること

等が合意されました。

〇この実現に向けて、世界が取組を進めており、多くの国と
地域が「2050年カーボンニュートラル」という目標を掲げて
いるところです。

SDG’ｓ 目標13
CO2 削減は世界的な潮流。 4
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https://www.mofa.go.jp/mofaj/ila/et/page24_000810.html


・パリ協定以前の国際コンセンサス
「温暖化を2℃に抑えるために2050年温室効果ガス排出量80%減」

・パリ協定以降
「温暖化を1.5℃に抑えるために2050年にカーボンニュートラルをを追求すべき」という議論が
生まれた。

・当時、一部の専門家はさすがにそれは実現不可能であると批判したが、 その後様々な要因が重
なった（※）ことで、欧州を中心に賛同者が増加。2019年に英国が初めて「 2050年カーボン
ニュートラル 」を法制化したことを皮切りにフランス、ドイツが続き、 翌年には中国、ＥＵ全
体、そして日本も「 2050年カーボンニュートラル 」 を宣言した。

・さらに同様の目標を公約とするバイデン米大統領が誕生した。

「カーボンニュートラル」は 潮流となった。

（注）※2015年のフォルクス、ワーゲン社による排出ガス規制不正事件でディーゼル車による

EUの低炭素戦略が頓挫し、EV（Electric Vehicle；電気自動車）化を推し進めざるを得なくなっ
たこと、2015年～2016年の原油価格下落で北海油田の不採算化が進んだここと、 2014年以降
イスラム国の台頭により中東地域が不安定化したこと 、 2014年のロシアによるクリミア併合で
欧米が対露制裁を行い 、欧州の脱ロシア依存の機運が高まったこと、などの要因が影響したの
ではないかと考えられている

なぜカーボンニュートラルを目指すのでしょうか(2/2)
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カーボンニュートラルを表明した国

•2050年までのカーボンニュートラル（CN）に向けて取り組む国・地域※1)：144
これらの国における世界全体のCO2排出量に占める割合は42.2%（2018年実績※2）
•加えて、中国（28.4%）、ロシア（4.7%）、インドネシア（ 1 . 6 ％ ）、サウジアラビア（1.5％）等は
2060年まで、インド（6.9％）等は2070年までのCNを表明するなど、カーボンニュートラル目標を設定す
る動きが拡大。（これらの国における世界全体のCO2排出量に占める割合：88.2％） 6

出典：経済産業省HP 環境 | 日本のエネルギー 2021年度版 「エネルギーの今を知
る10の質問」 ｜広報パンフレット｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)
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出典：Yahooニュース（不破雷蔵氏）

世界各国のCO2発生量推移

世界のCO2排出量

出典：経済産業省HP

（2018年）

10.7億トン

日本のCO2排出量は世界の3%

7

2018年 世界のエネルギー起源CO2排出量
335億トン

環境 | 日本のエネルギー 2021年度版 「エネルギーの今を知る10の質問」 ｜広報パ
ンフレット｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)
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出典：資源エネルギー庁HP 環境 | 日本のエネルギー 2021年度版 「エネルギーの今を知る10の質問」 ｜広報パンフレット｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)

日本の温室効果ガス排出量

例えば、無機鉱物製品（セメン
無機鉱物製品（セメント等）か
らの排出ト等）からの排出

エネルギー起源＋非エネルギー起源
11.1億トン

エネルギー起源のCO2が、温室効果ガス排出量（12.1億ｔ）の85%（10.3億ｔ）を占める

8
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①化石燃料（世界は85％～90％依存）

・石炭、原油・石油、天然ガス、シェールオイル/ガス、
オイルサンド、メタンハイドレードなど

②再生可能エネルギー

・安定型再エネ：水力、地熱、バイオなど
・変動型再エネ：太陽光、風力など

③原子力エネルギー

・核分裂、核融合

エネルギー資源の種類

二次エネルギー
（一次エネルギーを転換・加工して得られるエネルギー）

電気、都市ガス、水素、ガソリン、灯油など

一次エネルギー（加工されない状態で供給されるエネルギー）

日本の一次エネルギー供給実績推移

エネルギー源別最終エネルギー消費の推移

出典（右図）：資源エネルギー庁 令和2年度(2020年度)における エネルギー需給実績(確報)
honbun2020fykaku.pdf (meti.go.jp)
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出典：資源エネルギー庁HP

日本の部門別のCO２排出量（2019年度）

・太陽光発電、風力などの再生可能エネ
ルギーを増やし、石炭火力を減らすと
いった話ばかりが話題に上ります。

・電力は、エネルギー起源CO2排出量
(10.3億トン)のうち、約４０％を占め
ています。

・しかし重要なことは、「脱炭素」の実現に
は電力を脱炭素化することは勿論のこと、残
りの６０%（産業部門、業務部門、運輸部門、
家庭部門）も脱炭素する必要がある、という
ことです。

脱炭素の難しさ

（エネルギー起源10.3億t

＋非エネルギー起源０．８億t）
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出典（右図）：資源エネルギー庁HP「カーボンニュートラル」って何ですか？（後編）～な

ぜ日本は実現を目指しているの？｜スペシャルコンテンツ｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)

IEA（国際エネルギー機関）のシナリオ 日本での具体的イメージ

電力部門の脱炭素化が大前提

どのようにしてCO2を減らすのか(1/9)

(注)「CCS」とは、「Carbon dioxide Capture and Storage」の略で、日本語では「二酸化
炭素回収・貯留」技術と呼ばれます。「CCUS」は、「Carbon dioxide Capture, Utilization 
and Storage」の略で、分離・貯留したCO2を利用しようというものです

11
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非電力部門は、電
化や水素化など
CO2を排出しない
エネルギーへの転
換を進める。

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/carbon_neutral_02.html


カーボンニュートラルへの転換イメージ

出典：資源エネルギー庁HP energy_in_japan2021.pdf (meti.go.jp)

どのようにしてCO2を減らすのか(2/9)

Greenhouse Gas
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① 省エネルギー（エネルギー効率の改善目標）

赤線が目標です。 石油危機直後と同等
（青線）の効率化が期待されています。

省エネ対策の例

HEMS：「Home Energy Management System（ホームエネルギーマネジメントシステ
ム）」の略。 家庭で使うエネルギーを節約するための管理システムです。 家電や電気設備と
つないで、電気やガスなどの使用量をモニター画面などで「見える化」したり、家電機器を
「自動制御」したりします。

どのようにしてCO2を減らすのか(3/9)

13
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（最も省エネが
進んだ20年間）

出典：資源エネルギー庁HP 20211022005-3.pdf (meti.go.jp)

https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005-3.pdf
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② 再生可能エネルギーの導入

出典：資源エネルギー庁HP 2050年カーボンニュートラルを目指す 日本の新たな「エネ
ルギー基本計画」｜スペシャルコンテンツ｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)

どのようにしてCO2を減らすのか(4/9)

2050

（注）2050年の構成図は示されていない
14

2030年度には、2019年度の倍増で、特に風力が5倍と期待されています。
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③ 燃料の転換

③-1 水素（新燃料）-日豪のプロジェクト

2022/2/25、液体水素を積載した船「すいそふろんてぃ
あ」号が神戸港に到着。世界初の快挙となりました。

サプライチェーン
日豪褐炭水素

出典：資源エネルギー庁資料

日豪褐炭水素プロジェクト
出典：資源エネルギー庁資料

どのようにしてCO2を減らすのか(5/9)

グリーン水素

ブルー水素

グレー水素

原子力利用はイエロー水素

15
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③ 燃料の転換

③-2 アンモニア（新燃料）-多角的な用途拡大

出典：資源エネルギー庁資料
3_8.pdf (meti.go.jp)

③-3 合成燃料（新燃料）-CO2の利用

どのようにしてCO2を減らすのか(6/9)

出典：資源エネルギー庁資料エンジン車でも脱炭素？グリーンな液体燃料「合成燃料」と
は｜スペシャルコンテンツ｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)

DAC（Direct Air Capture）

海上輸送後に国内で貯蔵

肥料

ガスタービン石炭火力
発電混焼

     
工業炉

燃料電池
（船舶用SOFC）

アンモニア
NH3
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https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2022/pdf/3_8.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/gosei_nenryo.html


④ 原子力の利用 各国の原子力利用動向

どのようにしてCO2を減らすのか(7/9)
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どのようにしてCO2を減らすのか(8/9)

新型炉の開発
再稼働

出典：資源エネルギー庁
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/genshiryoku/pdf/025
_03_00.pdf

④ 原子力の利用

18
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どのようにしてCO2を減らすのか(9/9)

⑤ CCUS/カーボンリサイクル（新技術）

CO2から製品に繋がる化学素材原料ができたらすごいです。

CO2を原料として再利用する技術

CO2貯蔵

（CCS）

地中

事業用発電

窯業 土石等

鉄鋼等

化学産業

CO2
分離 回収

CO2
排出

（水素混焼も）

CCUS：CO2の回収・貯留、そしてCO2 の利用を
利用を組合わせた技術 出典：資源エネルギー庁資料 19
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※（）内は2015年度の排出量

産業
(3.1億トン)

民生
(1.2億トン)

運輸
(2.1億トン)

電力
(5.1億トン)

現状 将来

石油・石炭・天然ガス CCUS・水素発電等

第３世代＋原子炉 次世代原子炉

導入制約
（導入コスト、調整電源コスト・系統等）

蓄電×系統革新

内燃機関・手動運転
金属車体

電動化・自動運転
マルチマテリアル

化石燃料
電気・水素
バイオ燃料

石油・ガス・電気 電気・水素等

高効率機器 機器のIoT化
M2M制御

スマート化の進展 CCUS・水素還元
更なるスマート化

化石エネルギー原料 非化石エネルギー原料

火力

原子力

再エネ

車体・
システム

燃料

熱源

プロセス

製品

主な要素

機器

素
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低炭素を軸とした現状 脱炭素を軸とした将来

2050年に向けたエネルギー技術まとめ

出典：資源エネルギー庁HP 第1部 第3章 第2節 2050年に向けたエネルギー情勢の変化と課題 │ 平成29年度エネルギーに関する年次報告
（エネルギー白書2018） HTML版 │ 資源エネルギー庁 (meti.go.jp)
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出典：日本財団｢18歳意識調査｣ 第34回テーマ：脱炭素について | 日本財団 (nippon-foundation.or.jp)

日本財団｢18歳意識調査｣の結果から(1/2)
第34回テーマ：脱炭素について（2021年１月実施）

Q.政府は2050年までに日本の温室効果ガス排出をゼロに
する政策目標として「2050年カーボンニュートラル」を
掲げました。評価しますか（n=1000）

Q.政府は2050年までに日本の温室効果ガス排出をゼロに
する政策目標として「2050年カーボンニュートラル」を
掲げました。実現可能だと思いますか（n=1000）

21
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https://www.nippon-foundation.or.jp/who/news/pr/2021/20210225-53873.html


日本財団｢18歳意識調査｣の結果から(2/2)
第34回テーマ：脱炭素について（2021年１月実施）

出典：日本財団｢18歳意識調査｣ 第34回テーマ：脱炭素について | 日本財団 (nippon-foundation.or.jp)
22
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（注）
2050
年の電
源構成
図は示
されて
いない

出典：資源エネルギー庁 2050年カーボンニュートラルを目指す 日本の新たな「エネルギー基本計画」｜
スペシャルコンテンツ｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)
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ここで、再生可能エネルギーについて(1/5)
2030年の電源構成で36～38%とされています
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強 み 課 題

太陽光発電 ・相対的にメンテナンスが簡易
・非常用電源としても利用可能

・天候により発電出力が左右される
・一定地域に集中すると、送配電系統の電圧上昇につながり、対
策に費用が必要となる

風力発電 ・大規模に開発した場合、コストが火力、水力並みに抑えら
れる
・風さえあれば、昼夜を問わず発電できる

・広い土地の確保が必要
・風況の良い適地が北海道と東北などに集中しているため、広域
での連携についても検討が

水力発電 ・安定して長期間の運転が可能で信頼性が高い
・中小規模タイプは分散型電源としてのポテンシャルが高く、
多くの未開発地点が残っている

・中小規模タイプは相対的にコストが高い
・事前の調査に時間を要し、水利権や関係者との調整も必要

地熱発電 ・出力が安定しており、大規模開発が可能
・昼夜を問わず２４時間稼働

・開発期間が１０年程度と長く、開発費用も高額
・温泉、公園施設などど開発地域が重なるため地元との調整が必
要

バイオマス
発電

・資源の有効活用で廃棄物の削減に貢献
・天候に左右されにくい

・原料の安定供給の確保や、原料の収集運搬、管理にコストがか
かる

出典（下表）：資源エネルギー庁HPから作成
制度の概要｜固定価格買取制度｜なっとく！再生可能エネルギー (meti.go.jp)

デメリット
▲天候にされ、発電が不安定
▲総合コストを考慮した発電コストが割高
▲景観を害する事例も発生

メリット
〇燃料が枯渇する心配がない
〇発電時にCO2を出さない
〇原子力のような事故の心配がない

再生可能エネルギー（太陽光・風力）のメリット／デメリット

変動型
再エネ

安定型
再エネ

ここで、再生可能エネルギーについて(2/5)
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（注）総合コスト；電源を電力シ
ステムに受け入れるコスト

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/surcharge.html
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/surcharge.html


出典：資源エネルギー庁HP 031_02_00.pdf (meti.go.jp)

太陽光：国土面積当たりの日本の太陽光導入容量は
主要国の中で最大。平地面積で見るとドイツの２倍

風力：日本は風況の良い平地が限られているため、山間
部の割合が増加。開発し易い平野部での適地が減少しつ
つある 今後は洋上風力に期待がかかる。

ここで、再生可能エネルギーについて(3/5)
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https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/pdf/031_02_00.pdf


出典：池田信夫氏Twitter    池田信夫さんはTwitterを使っています: 「太陽光のエ
ネルギー密度は原発の1/100。原発1基と同じ発電量には山手線の内側ぐらいの面
積が必要だ。日本の再エネはすでに平地あたり発電量は世界一で、飽和している。
https://t.co/I2Dt4qa51D」 / Twitter

広大な土地が必要
太陽光は夜、曇天、風力は風のない日は発電できない
→「蓄電池」に期待がかかるが・・・・・
→ 揚水発電、燃料を転換した或いはCCUS付火力発電が現

実的では・・・

CAES：Compressed Air Energy Storage
（圧縮空気エネルギー貯蔵）

各種電力貯蔵方式の貯蔵容量と貯蔵時間

ここで、再生可能エネルギーについて(4/5)

26出典：科学技術振興機構
CRDS-FY2020-FR-01_20109.pdf (jst.go.jp 26

https://twitter.com/ikedanob/status/1408961403797475332
https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2020/FR/CRDS-FY2020-FR-01/CRDS-FY2020-FR-01_20109.pdf


出典：資源エネルギー庁 スペシャルコンテンツ energy_in_japan2021.pdf 
(meti.go.jp)

出典：東北エネルギー懇談会HP
日本のエネルギー問題“まるわかり” | 東北エネルギー懇談会 (t-enecon.com)

ここで、再生可能エネルギーについて(5/5)
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https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/pdf/energy_in_japan2021.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/pdf/energy_in_japan2021.pdf
https://www.t-enecon.com/oh-i-see/learn-energy-systematically/


それでは原子力発電は(1/2)
日本の原子力発電所の現状

世界の原子力発電所の現状

28
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新規制基準で安全性は更に向上

出典：資源エネルギー庁HP 20211022005-3.pdf (meti.go.jp)

稼働中の原子炉 10基

https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2021/009/
https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005-3.pdf


出典：資源エネルギー庁 エネルギー醸成懇談会
008_005.pdf (meti.go.jp)

ＣＯ２削減に成功しているのは 水力と原子力の国

それでは原子力発電は(2/2)
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https://www.enecho.meti.go.jp/committee/studygroup/ene_situation/008/pdf/008_005.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/studygroup/ene_situation/008/pdf/008_005.pdf


電力需給がひっ迫（６月）

・太陽光発電は増えたことから、全国で火力発電の休止や廃止
が増えてしまっています。
この5年で休廃止になった火力発電はおよそ1600万キロワット。
540万世帯分の供給力が減少していることになります。

電気料金が高い

・ロシアによるウクライナ侵攻で天然ガス調達も国際競争

最近のエネルギー問題

・日本は火力発電への依存度が高く、エネルギー価格
（原油価格と天然ガス）の高騰の影響を受けています

最近は中東で石油施設の爆発や火災などが相次いだこと
やウクライナを巡るロシアと欧米との緊張状態が続いて
いることから供給への懸念が強まっていました

再生可能エネルギーの環境問題

・太陽光、風力発電の景観問題など
30
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ロシアによるウクライナ侵攻を受けて

ロシアによるウクライナ侵攻などを受けてエネルギー価格が高騰。
国内では電力需給の不安定さが浮き彫りになりました。

６月の先進７カ国首脳会議（Ｇ７サミット）ではウクライナ侵攻を続
けるロシアへのエネルギー依存から脱却するため、欧州でも温暖化ガ
スの排出量が多い石炭火力発電所に回帰する動きが出ており、「脱炭
素」と「脱ロシア依存」を両立させる難しさが浮き彫りに

31
出典：資源エネルギー庁HP: 安定供給 | 日本のエネルギー 2021年度版 「エネル
ギーの今を知る10の質問」 ｜広報パンフレット｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)

https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2021/001/


2030年の電源別発電コスト試算の結果

出典：資源エネルギー庁 発電コスト検証ワーキンググループ資料 08_05.pdf (meti.go.jp)

2030年に、新たな発電設備を更地に建設・
運転した際のkWh当たりのコスト
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https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/2021/data/08_05.pdf


カーボンニュートラルはエネルギー問題

日本は、過去、脱石炭化、脱石油化の経験してきました。2050年カーボンニュー
トラル、2030年の温室効果ガス排出46％の削減目標は野心的と言われています。
達成に向けた日本のエネルギー、私たちの生活について考えましょう。

発電電力量割合の歴史と2050年の目標（約1世紀の変遷）

出典：エネルギー白書2021､第6次エネルギー基本計画から作成
（＊1）発電時にCO2の排出がない電源（再エネ、原子力、水素･     ）
（＊2）発電時のCO2を回収し、それを地層や海中に埋める火力発電
（＊3）上記（＊2）の火力発電がCCUS付きで残るため、その分を点線で示したもの
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出典（下図）：東北エネルギー懇談会HP hyoujun_1_text_ppt_04.pptx 
(live.com)

https://view.officeapps.live.com/op/view.aspx?src=https%3A%2F%2Fwww.t-enecon.com%2Fshare%2Fdata%2Flearn-energy-systematically%2Fhyoujun_1_text_ppt_04.pptx&wdOrigin=BROWSELINK


補足
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カーボンニュートラルの産業イメージ

出典：資源エネルギー庁HP CN_Panel_B_1224.1 (meti.go.jp)
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https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201225012/20201225012-4.pdf


カーボンニュートラルの産業イメージ

出典：資源エネルギー庁HP CN_Panel_B_1224.1 (meti.go.jp)
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https://www.meti.go.jp/press/2020/12/20201225012/20201225012-4.pdf


グリーン成長戦略

成長が期待される14の産業分野

出典：資源エネルギー庁 カーボンニュートラルに向けた産業政策“グリーン
成長戦略”とは？｜スペシャルコンテンツ｜資源エネルギー庁 (meti.go.jp)
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https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/green_growth_strategy.html


出典：資源エネルギ庁HP 第1部 第2章 第3節 2050年カーボンニュートラルに向けた我が国の課題と取組 │ 令和2年度エネルギーに関する年次報告
（エネルギー白書2021） HTML版 │ 資源エネルギー庁 (meti.go.jp)

2050カーボンニュートラルに向けた課題と取り組み
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https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2021/html/1-2-3.html


出典：資源エネルギー庁HP

カーボンニュートラルに向けた取り組み(1/2)
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出典：資源エネルギー庁HP

カーボンニュートラルに向けた取り組み(2/2)
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